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本研究は，携帯電話の位置情報を基にした人口統計データであるモバイル空間統計を用いた都市鉄道の

需要分析手法を検討するものである．具体的には，東京圏を対象に，モバイル空間統計の滞在人口データ

を基に OD 表を作成し，既存統計との比較・検証を通じて妥当性を確認するとともに，作成した OD 表を

基に分担交通量及び経路交通量を推計する．また，ケーススタディとして，新型コロナウイルス感染拡大

以降の 2020 年から 2022 年の期間を対象に鉄道需要分析を行い，コロナ下におけるテレワークの普及など

の行動変容が，各鉄道路線の輸送人員に及ぼした影響を考察する． 
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1. はじめに 

 

わが国では 2020 年春以降の新型コロナウイルス感染

症の感染拡大にともない，在宅勤務を中心としたテレワ

ークやオンライン授業が普及し，通勤・通学時間帯にお

ける移動需要に大きな影響を及ぼしている．中でも都市

鉄道の輸送人員は大幅に減少しており，例えば東京圏の

JR 東日本及び大手民鉄の場合，コロナ前の 2019年と比

較して概ね 8～9割の水準である（2022年度実績）． 

テレワークの動向については，2022 年時点で東京都

の利用率が 25～27%と報告されており注 1)，定着しつつ

あるものと考えられる．したがって今後の鉄道需要を分

析する上では，テレワークの利用にともなう OD交通量

の変化を考慮した分析を行うことが重要である． 

OD 交通量の変化が鉄道路線毎の需要に与えた影響を

把握する場合，一般に 4段階推計法に基づく交通需要分

析を行うが，従来の手法は国勢調査や都市圏パーソント

リップ（PT）調査などの既往統計の調査結果を活用し

たものであり，予測された需要は調査時点に限られるこ

と，国勢調査は概ね 5年毎，PT調査が概ね 10年毎に実

施されており，2020 年以降のコロナ下のように，移動

需要が短期間で大きく変動する場合には，都市圏内の移

動需要を十分に説明できていないという課題がある． 

一方近年は，携帯電話の位置情報を基にした人口統計

の整備が進展しており，本研究ではこの人口統計の活用

を検討する．携帯電話の位置情報には取得方法の違いか

ら，基地局データと GPS データの 2 つに分類され，前

者は広域的な人の移動の把握に，後者は局所的な人の移

動の把握に適している．本研究では，大都市圏を対象に

OD パターンの変化を把握することを目的としているこ

とから，基地局データの統計の一つである NTT ドコモ

のモバイル空間統計を用いる． 

ここで，モバイル空間統計を用いて移動需要を分析し

ている既往研究として，例えば Dantsuji et al.1)は三大都市

圏を対象に，コロナ流行初期における市区町村間のモビ

リティパターン（流動量）やトリップ長分布の変化を分

析している．武藤ら 2)は，東京圏を対象に市区町村間の

OD 交通量の変化を分析している．小川ら 3)は，金沢市

の特定地域を対象に，滞在人口の時系列分析を行い新型

コロナウイルス禍による行動変容を明らかにしている．

金森ら 4)は，モバイル空間統計と機械観測データを組合

せ交通手段別ゾーン間交通量の算出手法を提案している．

これらの研究では，鉄道路線毎の需要，鉄道経路の輸送

人員の分析までは行っていない． 

以上を踏まえ，本研究では東京圏を対象に，モバイル

空間統計の滞在人口データを用いた都市鉄道の需要分析
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手法を検討する．具体的には，市区町村単位での居住地

－滞在地の人口データを基に，市区町村間 OD表を作成

し，平成 27 年国勢調査，第 6 回東京都市圏パーソント

リップ調査との比較を行い，活用の妥当性を確認する．

次に，作成した市区町村間 OD表を基に機関分担交通量

及び経路交通量を推計し，従来の既往統計を用いた予測

結果のとの比較を行う．最後に，ケーススタディとして，

新型コロナウイルス感染拡大以降の 2020年から 2022年

の期間を対象に鉄道需要分析を行い，コロナ下における

テレワークの普及などの行動変容が，各鉄道路線の輸送

人員に及ぼした影響を考察する． 

 

 

2. モバイル空間統計と既存統計との比較 

 

(1) モバイル空間統計の概要と検討の視点 

モバイル空間統計は NTT ドコモの携帯電話の位置情

報を基にした人口統計データであり，1 時間ごとの滞在

人口を 24 時間 365 日取得可能である．これに加えて，

携帯電話の契約情報より推計された居住地エリア（市区

町村単位）が付与されており，滞在地と合わせることで

OD パターンとして把握することができる．本研究で使

用したモバイル空間統計の概要を表-1 に示す．なお，

対象地域は東京都市圏パーソントリップ調査の圏域と同

様とする．これを図-1に示す． 

 

 

表-1  モバイル空間統計データの概要 

集計データ 時間帯別市区町村別居住地-滞在地人口

対象エリア
東京圏：東京都市圏パーソントリップ
調査と同じ圏域（東京都，神奈川県，
埼玉県，千葉県，茨城県南部）

集計期間 2020年1月～2022年11月　平日5日間  

 

茨城南部

千葉西北部

千葉東部

千葉西南部

埼玉北部

埼玉南部

東京区部
東京多摩部

神奈川東部

神奈川西部

 

図-1 分析対象の東京都市圏の範囲 

 

 

 

本研究では，モバイル空間統計の滞在人口データと既

往の公的統計と比較する．具体的には，多くの企業等で

始業時間帯にあたる午前 9時台を対象に，居住地－滞在

地人口を既往統計と比較し活用可能性を検討する． 

コロナ下前の既往の公的統計として，平成 27 年国勢

調査の常住地－従業地・通学地人口と平成 30（2018）

年 9～11月に実施された第 6回東京都市圏パーソントリ

ップ調査（以降，H30PT調査）が存在する．ここでは，

これらの統計とモバイル空間統計における 2020 年 1 月

の平日 5 日間平均の比較を行い，通勤・通学時間帯の

OD表としての活用可能性を検討する． 

なお，コロナ下の公的統計として，令和 3（2021）年

12 月に実施された第 13 回大都市交通センサス調査があ

るが，普通券利用者を対象とした一件明細調査は移動目

的が把握できないこと，定期券利用者を対象とした定期

券調査は発券枚数であり実際の 1日の移動とは異なると

いった課題があり，比較に適していないと考えられるた

め，ここでは検討を行わない． 

 

(2) 平成 27年国勢調査との比較 

平成 27 年国勢調査における市区町村別の常住地－従

業・通学地人口とモバイル空間統計の居住地－滞在地人

口との比較を行う．ここで，国勢調査の常住地の人口の

うち，常住地もしくは居住地以外の市区町村で従業・従

学している人口を対象に比較したものが，図-2 である．

両者の相関係数は 0.98 と高く，乖離の程度も小さいこ

とがわかる．すなわち，モバイル空間統計の居住地－滞

在地の人口データは，平成 27 年国勢調査の市区町村間

の通勤・通学時間帯の OD表を一定の精度で再現可能な

ものと考えられる． 

 

 

図-2 モバイル空間統計の滞在人口と国勢調査の 

                 従業地・通学地人口の関係（市区町村間） 
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(3) 第6回東京都市圏パーソントリップ調査との比較 

H30PT調査における自宅－勤務目的と自宅－通学目的

の市区町村間の移動量と，モバイル空間統計 2020 年 1

月の平日 5日間平均の 9時台における居住地－滞在地人

口との比較したものが図-3 である．両者の相関係数は，

0.98 と高く，乖離の程度も小さいことがわかる．すなわ

ち，モバイル空間統計の居住地－滞在地の人口データは，

H30PT 調査における市区町村間の通勤・通学時間帯の

OD 表を一定の精度で再現できているものと考えられる． 

 

 

図-3 モバイル空間統計の滞在人口とH30PTの移動量との関係

（市区町村間） 

   

 

3. モバイル空間統計を用いた鉄道需要分析手法 

 

(1) 分析の方法 

2 章で述べた通り，モバイル空間統計の居住地－滞在

地人口データは，通勤・通学目的を対象とした市区町村

間の通勤・通学時間帯 OD表として活用可能性があるこ

とから，このOD表を用いて需要分析を行う． 

本研究では，2016 年の交通政策審議会答申第 198 号

（以下 198号答申）で用いられた鉄道需要分析手法に基

づいて，交通機関別交通量及び鉄道経路別交通量の推計

を行い，鉄道の断面別輸送人員の推計を行う．198 号答

申の鉄道需要分析では，交通機関別交通量の推計には非

集計ロジットモデルが，鉄道経路別交通量の推計には構

造化プロビットモデルが適用されている．これらのモデ

ルとパラメータなどの詳細については，「鉄道需要分析

手法に関するテクニカルレポート」注 2)に記載されてい

るため，ここではモバイル空間統計から作成する市区町

村間OD表を活用する方法を中心に記載する． 

分析の単位について，198 号答申の鉄道需要分析では，

PT 調査の計画基本ゾーンを細分化した小ソーン単位

（2,907 ゾーン）としているが，モバイル空間統計から

作成した通勤・通学時間帯OD 表は市区町村単位である

ことから，平成 27 年国勢調査から作成する現況の OD

パターンで按分することとした．具体的には，小ゾーン

間の ODパターンは不変と仮定して，モバイル空間統計

より作成した通勤・通学時間帯 OD交通量を割り振って

いる． 

また，機関分担モデル，経路配分モデルについては，

198 号答申における通勤目的（非高齢）を適用すること

とした．図-4に鉄道需要分析のフローを示す． 

 

 

図-4 本研究における鉄道需要分析のフロー 

 

(2) 断面輸送人員の比較 

2020年 1月のモバイル空間統計の市区町村間の通勤・

通学時間帯 OD 表を用いた推計結果と，198 号答申の需

要分析手法と同様に平成 27 年度国勢調査から作成した

通勤・通学目的の OD表を用いた推計結果について，東

京圏の鉄道ネットワーク上の 2,005 箇所の断面を対象に，

輸送人員の比較した結果を図-5 に示す．モバイル空間

統計の推計結果が若干過少になっているものの，相関係

数は 0.99 と高く，両者の乖離は小さいことから，モバ

イル空間統計から集計した市区町村間 ODを用いること

で，一定の精度で断面輸送人員を推計可能であると考え

られる． 

 

 

図-5 異なるOD表を基にした断面輸送人員の推計結果の比較

（モバイル空間統計を用いた方法と国勢調査を用いた方法） 
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図-6 発生交通量とテレワーク利用率の推移 

図-7 鉄道利用者数の変化  

 

 

図-7 機関分担交通量と鉄道分担率の推計結果 

図-7 鉄道利用者数の変化  

 

 

図-8 主要区間における断面輸送人員の推移  

図-7 鉄道利用者数の変化  

 

 

 (3) 市区町村間の発生交通量 

東京圏における 2020年 1月～2022年 11月までのモバ

イル空間統計に基づく市区町村の発生交通量（合計） 

の対 2020 年 1 月比の推移と，既往調査による東京のテ

レワーク利用率の推移を図-6 に示す．これより発生交

通量の推移は，2020年は 1回目の緊急事態宣言が発出さ

れた 2020年 4月及び 5月で 0.6程度と大きく減少し，解

除後の 6 月以降は 0.6～0.8 で推移している．2021 年は

0.8～0.9 程度で推移をしており，2022 年になると 0.9 程

度となっている月が多くなっている． 

一方，テレワーク利用率をみると，2020年 1月は 10%

であったが，1回目の宣言後の同年 4月には 38%まで上

昇し，宣言解除後は概ね 20%台後半で安定的に推移して

いる．テレワーク利用率が高い月では，発生交通量が減

少していることから，両者には一定の関係が認められる． 

以降では，2020年 1月を基準として，1回目の緊急事

態宣言が発出されていた 2020 年 5 月，2020 年 9 月，

2021年 9月，2022年 9月のデータを用いて分析を行う． 

 

(4) 機関分担交通量と鉄道分担率 

機関分担交通量と鉄道分担率の推計結果を図-7 に示

す．2020年 5月では，4割程度の移動量が減少し，2020

年 9 月以降は 1～2 割程度の減少となっている．また，

鉄道分担率に着目すると，2020年 1月は 64%となってい

たが，2020年 5月は 57%，2021年 9月以降は，60%程度

となっている．機関分担モデルは 198号答申の需要分析

の際に構築されたモデルを使用しているため，小ゾーン

間の鉄道分担率は同一であるが，2020年 5月以降のコロ

ナ下では，東京都心部を目的地とするような鉄道を多く

利用する市区町村間の OD交通量の減少が大きいため，

東京圏全体では鉄道分担率が減少する結果となっている． 

 

(5) 主要区間の断面輸送人員の変化 

コロナ下の輸送人員を把握できる既往調査として，国

土交通省が毎年公表している都市鉄道混雑率調査が挙げ

られる．この調査では混雑率に併記する形で，東京圏に

おける主要区間 31 区間の輸送人員が公表されている．

輸送人員は最混雑時間帯における 1時間の輸送人員であ

ること，主に 10月～11月の 1日または複数日のデータ

であることなど，本研究における断面輸送人員の推計結

果と対象時間帯や時点が異なるものとなるが，コロナ下

における鉄道輸送人員の推移を把握できる唯一の既往調

査となるため，この調査と本研究の推計結果と比較する． 

まず，主要 31 区間の断面輸送人員の平均について，

2019 年から 2022 年におけるモバイル空間統計を用いた

需要分析による推計値の対 2020 年 1 月比と，都市鉄道

混雑率調査の対 2019 年比を図-8 に示す．両者ともに，

2019年から 2020年にかけて輸送人員が減少した後， 
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(a) 2020年9月              (b)2021年9月                          (c)2022年 9月 

図-9 主要 31区間における断面輸送人員の対 2020年1月比（モバイル空間統計を用いた方法）  

 

(a) 2020年9月             (b)2021年 9月              (c)2022年9月 

図-10 主要31区間における断面輸送人員の対 2020年1月比の差 

（モバイル空間統計を用いた方法－都市鉄道混雑率調査） 

 

2021 年，2022 年で回復傾向にあることが確認できる．

また，モバイル空間統計の比率が都市鉄道混雑調査の比

率と比較してやや高い要因として，都市鉄道混雑率調査

はピーク 1時間の断面輸送人員であり，オフピーク通勤

による時間帯変更の影響が含まれることに対して，モバ

イル空間統計は 9時台までに従業地のある市区町村に到

着した利用者を対象としていることが挙げられる． 

次に，モバイル空間統計を用いて推計した断面輸送人

員について，上述の主要 31区間における対 2020年 1月

比を図-9に示す．2020年 9月，2021年 9月時点では，比

率が 0.7 以下の区間が複数存在しており，特に東京都内

の西部や南西部の区間で比率が小さい，すなわちコロナ

下以前からの減少が大きい傾向がみられる．一方，2022

年 9月時点では，全体的に比率が小さくなっており，回

復傾向にあることがわかる． 

また，主要 31区間における断面輸送人員の対 2020年 1月

比について，モバイル空間統計を用いた方法と都市鉄道混雑率

調査の差分を算出した結果を図-10 に示す．これより 2020

年は，東京東部の区間で乖離が大きい傾向がみられる．

また，2021 年は全体的に乖離が縮小しているが，2022

年は再度乖離が拡大している．特に JR 東日本の横須賀

線，常磐線，総武線などの山手線外の区間での乖離が大

きい．この要因について，上述した通り，モバイル空間

統計は 9時台までに従業地のある市区町村に到着してい

る移動を対象としているのに対して，都市鉄道混雑率調

査では，最混雑時間帯 1時間の輸送人員であり，オフピ

ーク時間帯への変更は反映されていない．仮にオフピー

ク通勤の割合が高い路線（区間）の場合，乖離が大きく

なる可能性があるが，この点に関しては引き続き検討が

必要である．  
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4. おわりに 

 

本研究は東京圏を対象に，携帯電話の位置情報を基に

した人口統計であるモバイル空間統計を用いた鉄道需要

分析手法を検討した．主な結果は次の通りである． 

第一に，モバイル空間統計の居住地－滞在地の 9時台

の人口データと，平成 27 年国勢調査における市区町村

別の常住地－従業・通学地人口及び H30PT 調査と比較

した結果，それぞれの既存統計との相関係数は高く，通

勤・通学時間帯 OD表として活用可能であることが分か

った． 

第二に，モバイル空間統計から作成した市区町村間

OD 表を活用して鉄道需要分析を行った結果について，

既往統計（国勢調査）による断面輸送人員の推計結果と

比較した結果，両者の乖離は小さく，強い相関が得られ

ることを確認した． 

第三に，モバイル空間統計の時系列データを用いて鉄

道需要分析を行った結果，推計された断面輸送人員の推

移は，国土交通省による都市鉄道の混雑率調査と概ね同

様の傾向であることを確認した．ただし，時点や区間に

よっては両者の乖離が大きいことから，要因の分析も含

めて引き続き検討が必要である．  

最後に今後の課題として，今回推計対象外とした市区

町村内の移動について，モバイル空間統計を活用した推

計方法の検討が挙げられる．また，コロナ下の推計結果

については，今後公表される既往統計調査等との比較を

行い，結果を検証していく必要がある．さらに，テレワ

ークが定着している状況を踏まえると，モバイル空間統

計の居住地－滞在地の人口データを基本に，既存調査に

よる産業別のテレワーク率を考慮して OD表を推計する

方法の検討も課題である． 

 

 

 

 

NOTES 

注1) 大久保敏弘，NIRA総合研究開発機構：第 9回テレワーク

に関する就業者実態調査報告書（速報），2023． 

注2) 交通政策審議会陸上交通分科会鉄道部会：鉄道需要分

析手法に関するテクニカルレポート，2016． 

注3) 国土交通省鉄道局：都市鉄道の混雑率調査結果（2019

年度～2022年度）． 
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